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討議資料 

※フォーラム・フロンティアは、「政治資
金規正法」で認められた「政治資金
管理団体」です。個人のご寄付は「寄
付金控除」の対象となります。 

なお、選挙区内で返礼以外の年賀状によるご挨拶は、公職選挙法で
禁じられておりますので、ご理解の程、お願い申し上げます。 
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衆院東京22選挙区 

東京第22区は、調
布市、三鷹市、狛江
市、稲城市で構成
されています。お
知り合いの方をぜ
ひご紹介ください 

伊藤達也を支えてくださる皆様へ 
�６つのお願い� 

PROFILEプロフィール 

 1961年 7月 6日生まれ  Ｏ型 
1980年 3月 調布1小、調布中を経て慶應義塾高を卒業。 
1984年 4月 慶應義塾大学法学部法律学科を卒業と同時に故松
　　  下幸之助氏の「政治を正さなければ、日本はよくな
　　  らない」という思いに共鳴し（財）松下政経塾に5 
　  期生として入塾。 
1987年 4月 カリフォルニア州立大学大学院行政学部に客員研 
  究員として2年間留学。同時にサクラメント市長の 
  政策スタッフとなる。 
1993年 7月 第40回衆議院議員選挙で初当選。以後、連続4期 
  当選。 
2000年 7月 通商産業政務次官に就任し、IT政策と経済構造改 
　　　　　  革に全力で取り組む。 
2001年 1月～自由民主党経済産業部会長、e-Japan重点計画特 
  命委員会事務局長、行政改革推進本部幹事など 
  20以上の政策プロジェクトの責任者となるととも 
  に、衆議院経済産業委員会筆頭理事、環境委員会 
  理事、憲法調査会委員等を歴任する。 
2002年10月 内閣府副大臣（金融担当）となる。 
2003年 9月 内閣府副大臣（金融・経済財政担当）となり、日本
　  経済再生と金融の安定化に向けて奮闘。  
著　　書 ：  永田町からの政治論（ＰＨＰ研究所） 
                ２１世紀・日本の繁栄譜（ＰＨＰ研究所） 
          　 日本のモノづくり論点52（日本プラントメンテナンス協会）等 

　昨秋の総選挙後、第２次小泉内閣が発足し引き続き、金
融・経済財政政策担当副大臣として構造改革推進の最
前線に立っています。皆様のご期待に応えられるよう、今年
も一層の努力を重ねてまいります。 
　小泉内閣は、「官から民へ」「国から地方へ」の精神の
もと、構造改革を推進してきました。まだ、道半ばではありま
すが、現在、ようやく改革の「芽」が出てきたところです。私
が金融を担当してから１年２ヶ月が経ちましたが、金融改革は、
着実に進展しています。たとえば主要行は昨年に比べて２
４％不良債権が減っており、「２００４年度末に不良債権比
率を半減」という目標に向かって改革は進んでいます。また、
地域金融機関についても、中小企業の再生と地域経済の
活性化をめざした新しい中小企業金融の方向性を示し、強
固な金融システムを構築するためにさまざまな取り組みがな
されています。 
　さらに、経済財政担当副大臣も兼務することになりました
が、経済構造改革をさらに加速させなければなりません。経
済財政諮問会議では、総選挙直後から、小泉改革が取り
組むべき課題について集中的に審議を行いました。その議
論もふまえ、「平成１６年度予算編成の基本方針」を閣議

決定し、中長期的日本経済のシナリオを示す「改革と展望」
の改訂案を検討しています。 
　日本経済は、民間企業の不断の改革努力により、収益
構造の改善や設備投資の増加など、明るい兆しが見えてき
ましたが、これを企業から家計、都市から地方へと日本全体
に浸透させていかなければなりません。今後は、もう一段上
の構造改革をすすめ、民間需要主導の持続的な経済成長
の実現を図っていく考えです。 
　経済の舵取り役である金融・経済財政政策担当大臣を
補佐する副大臣として、改革の成果を皆様に一層実感して
いただけるよう、適切な経済財政運営、金融システムの安
定化、そして、構造改革の推進に全力をあげて取り組んでま
いります。しかし、日本経済の再活性化にあたっての何より
の原動力は、「民」の力です。日本の持つ真の力を引き出し
ていくためにも、問題の本質を見極め、どんなに難しい課題
にも挑戦していく覚悟です。引き続きご指導の程心からお
願い申し上げますとともに、皆様の更なるご発展とご多幸を
お祈り申し上げます。 伊 藤 達 也  

伊藤達也は皆様の声を少しでも多く聞き、それを国政に生かすべく努力しております。 
ご意見、お問い合わせは下記の伊藤達也事務所までお気軽にお尋ねください。 

伊藤達也事務所  

〒182－0024　調布市布田１－3－1ダイヤビル２Ｆ　電  話　０４２４－９９－０５０１ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　 ０４２４－８１－５９９２ 

皆様のご意見をお聞かせ下さい 
 

ホームページ･･･http://www.tatsuyaito.com/ 電子メール･･･tatsuya@tatsuyaito.com

 

協力会員　年／1口 2,000円 

正会員　　年／1口 12,000円 

振込先　　「フォーラム・フロンティア」 

郵便振替　00160-8-611037

昨年は、大変お世話になり誠にありがとうございました。 

その１：お知り合いをご紹介ください 

　東京都第22区（調布・三鷹・狛江・稲城）にお住まい

　のお友達、お知り合いの方をご紹介ください。 

その２：国政報告会、ミニ集会を開いてください 

　伊藤達也の話を聞いてみたいという方が３人以上集まっ

　たら、ご連絡ください。伊藤達也本人がお伺いさせて

　いただきます。また、ご自宅や事務所などを会場とし

　てご提供くださる方も随時募集中です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

その３：ポスターの掲示をお願いします 

　ご自宅や職場にポスターを掲示させてください。 

その４：ボランティア・スタッフをお待ちしています 

　ポスター貼りや遊説活動、発送物の封入作業などを

　空いた時間やお休みの日にボランティア・スタッフと

　して手伝ってくださる方をお待ちしています。 

その５：未使用の切手をご寄付ください 

　切手に限らず、コピー用紙や文房具類のご寄付もお待

　ちしています。 

その６：浄財のご寄付をお願いします 

　伊藤達也の政治活動を財政的にお支え頂いているの

　が「フォーラム・フロンティア」です。伊藤達也の活動

　にご賛同、ご支援いただける方のご入金をお待ちして

　おります。また、ご寄付も随時受け付けております。 

新春のつどいのご案内 

新しい年を迎えて、皆様と新年の抱負を語らい、お互い
の親睦を図る目的で、新春の集いを下記のとおり開催
することにいたしました。新年のご多忙の時とは存じま
すが、皆様と楽しい一時を過ごすことができますよう、是
非ともご参加よろしくお願いいたします。 

府中新春の集い 

 日時：平成１６年２月６日（金）１９：００～ 
 場所：府中グリーンプラザ　６Ｆ「大会議室」 

三鷹新春の集い 

 日時：平成１６年２月９日（月）１９：００～ 
 場所：三鷹産業プラザ　７Ｆ会議室 

調布新春の集い 

 日時：平成１６年２月１６日（月）１９：００～ 
 場所：調布市文化会館たづくり　１２Ｆ「大会議場」 

狛江新春の集い 

 日時：平成１６年２月２０日（金）１９：００～ 
 場所：狛江市民ホールエコルマ　６Ｆ「多目的ホール」 

稲城新春の集い 

 日時：平成１６年２月２３日（月）１９：００～ 
 場所：よみうりランド　グリーンクラブ「天安」 
 

伊藤達也 2004年新春の集い 日程 

2003.11.19　第2次小泉内閣発足にあたり 
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経済財政諮問会議って？ 

　伊藤は、昨年９月副大臣に再任された際、経済財政政
策の担当も任されました。日本経済はようやく持ち直し
てきてはいるものの、まだ、生活で実感できるほどでは
ありません。誰もが経済の本格的な回復を実感できる
よう、民間需要・雇用の拡大、地域の活力の発揮に力点
を置いた構造改革を推進し、経済成長を促すために、日
夜活動しています。 
　ニュースによく登場する『経済財政諮問会議』の運営
も主な仕事です。諮問会議は、経済財政政策に関する重
要な課題について、総理のリーダーシップを十分に発揮
することを目的として、内閣府に設置された機関です。
進行役である竹中大臣を補佐し、議長である総理に適切
な判断をしていただくために、伊藤は何度も官邸に足を
運ぶなど奔走しています。 
　選挙後には、毎週会議を開き、小泉改革の重要課題で
ある地方分権を進める三位一体の改革、社会保障の問
題や、平成16年度の予算編成の基本方針を検討しました。
今は、いかにデフレを克服して経済再生を果たすかの道
筋を描くため、今後５年間の経済財政運営のシナリオで
ある「改革と展望」の改定作業に取り
組んでいます。 
 

年金問題 

　少子高齢化が急速に進む中、持続可能で安心できる
社会保障制度の確立が必要です。平成16年の年金制度
改革については、経済諮問会議では、給付と負担の関係、
財源の問題、さらに、日本経済の活性化、企業の活力とい
う観点からも集中的に議論を行いました。この議論もふ
まえ、政府・与党、経済界が議論を行った結果、保険料率
の上限は18.35％、年金の給付水準は現役平均所得の
50％以上を確保、基礎年金の国庫負担は１／２まで引き
上げが決定しました。 
　安易に消費税を上げて財源をふやせばすむ問題では
ありません。増税する前にできることがあるはずです。
私は、党の経済産業部会長のときに、石油公団廃止法を
成立させ、特殊法人改革だけで１兆円の無駄を無くしま
した。歳出の見直し、行政のスリム化を通じてもっと財
政は捻出できるはずです。こうした観点から、今後も、年
金問題に加え、医療や介護など少子高齢化社会にも対応
できるしっかりとした社会保障制度を確立していくため
に努力をしていきます。 
 

「エコノミスト誌」主催会議で 
基調講演 

　１１月１８日、国際的なビジネス雑誌である「ザ･エコノ
ミスト」グループ主催『第７回日本国政府との円卓会議
―日本の再活性化に向けた企業と政府のパートナーシッ
プ』にて、『小泉改革の成果と今後』をテーマに、基調講
演を行いました。 

通常国会で審議予定の主要法案一覧 

公務員制度改革関連法案 
公務員のやる気や能力を引き出す能力等級制度の導入や、内閣の人事権限の強化を目的とした法案。 

新合併促進法案 
２００５年３月で期限が切れる市町村合併特例法を引き継ぐ新法で小規模町村の自主的な合併をさらに推進する。知事による合併に関
する住民投票勧告制度を導入するとともに、合併前の旧市町村を単位とする「地域自治組織」制度を創設する。 

刑法改正案 
性犯罪が増加・悪質化する現状に対処するため、強姦罪の罰則を引き上げるとともに、集団強姦罪を創設する。さらに、傷害罪など
法定刑の引き上げ、公訴時効の見直しなど、刑法の全体的な見直しを1907年の制定以来初めて行う。 

信託業法一部改正案 
資金調達手段の多様化を図る目的で、抜本的な改正をめざす。現状は、信託できる財産の種類が金銭、不動産、企業株債券等に限定
されており、信託業の担い手が信託銀行等に限られている。これを受託可能財産に知的財産等も含め、信託業も金融機関以外も担
えるよう整備する。 

消費者保護基本法改正案 
消費者政策の抜本的強化のため、消費者政策の基本的理念を「保護」から「自立」へ転換し、消費者の権利、事業者の責務を明記し、
同時に消費者トラブルの苦情処理・紛争解決の仕組みを強化する。 

公益通報者保護法案 
食品の偽装表示事件等、近年続発した企業不祥事の多くは、内部からの通報が契機となった。こうした通報を行ったことを理由とし
て労働者が解雇等の不利益な取り扱いを受けないようにするための制度を整備する。 

景観緑三法案 
美しい景観づくりを目指す市町村が景観形成地域を指定し、開発や建築物、広告看板などを規制できるようにする法案。この基本法
を制定することで、より自由度の高い景観条例を市町村が定められるようになる。 
 

足利銀行について 

　１１月２９日、総理を議長とする金融危機対応会議を開
催し、足利銀行は債務超過のため、特別危機管理銀行に
よる実質国有化となりました。これは、国がしっかりと管
理をして営業を続けて、再生させて、その後新しい受け
皿に引き継がれる仕組みです。企業に対する融資は続け
られ、かつ預金を全額保護しながら、再生に向かいます。 
　引き続き金融システムの安定を確保していくとともに、
日本銀行とも緊密な連携を取りつつ、預金者の保護、信

用秩序の維持に
万全を期してまい
ります。足利銀行
が地域に貢献し、
かつ自らの収益力
も高めるような地
域金融機関に生ま
れ変わるよう期待
しています。 
 

 三位一体の改革 

　国と地方のあり方を見直す「三位一体の改革」は、「地
方にできることは地方に」という理念に基づき、補助金
の縮減、税源の移譲、交付税制度の見直しの三つを一
体として改革するものです。 
　補助金とは「地方が国の認める事業をするのなら、国
は費用の一部を面倒見ますよ」という制度で、画一的に
なり地方の特色がなくなりがちです。本来、地域に暮ら
している方々が一番、地域の課題や問題に詳しいのです。
霞ヶ関のお役人の考えた事業をしたり、許認可をいちい
ち得なくてはいけないのでは、本当にその地域に必要
な政策がいつまでも実現されません。税財源が地方に
移譲されれば、地域の問題は、住民参画のもと地域の議
会で決められるようになります。 
　今回、小泉総理が強いリーダーシップを発揮し、まず、
１６年度予算で１兆円の補助金縮減と、国から地域に４００
０億円強の税源を移すことが決まり、改革の第一歩が踏
み出されました。地域が自立し責任を持って政策を実
現できる地域主権の確立に資するよう、改革を加速し
ていきたいと考えています。 
 

三位一体改革のイメージ 

英・エコノミスト誌編集長ビル・エモット氏と 

経済財政諮問会議にて 


